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はじめに ――スハルトの登場




｣ である｡ この事件は, スハルト自作の謀
略説もあり, 真相は明らかではない｡ インドネシアを独立に導いた初代大統領ス
カルノ (Sukarno) は, ナサコム (NASAKOM) 体制を築いた
(２)
｡ ナサコムは, ナショ



















進出し, 政治 (官庁・議会), 経済 (国営・民間企業), 社会 (財団) などの組織・
機構を統括した｡ これらの軍および軍から派生した公的組織・職能に属する人々





















パンチャシラは, サンスクリット語で ｢五戒｣ という意味で, インドネシアの
国家存立の基礎と位置づけられてきた五原則である｡ スカルノは, 日本軍政末期
の四五年六月一日, 独立準備調査会で ｢パンチャシラの誕生｣ という演説を行っ
た
(５)
｡ そこで彼が示したパンチャシラは, ①ナショナリズム, ②国際主義・人道主
義, ③ムシャワラ (musyawarah)・民主主義, ④社会福祉・社会繁栄, ⑤神への信






, ①唯一至高なる神, ②公正で文化的な人道主義, ③
インドネシアの統一, ④協議と代議制において叡知によって導かれる民主主義,
⑤インドネシア全国民に対する社会的公正という表現で, ナショナリズムがイン




たのは, 七八年三月に国民協議会 (MPR) が決定した ｢パンチャシラの理解と実
践のための指針｣ (以下, ｢指針｣ と略記) の提示である
(７)




















｢指針｣ では ｢家族主義｣ として記述されており, インドネシアの国を ｢家｣ と




た｡ スハルト政権の歴代内閣は ｢開発内閣｣ と公称され, 彼自身は八三年三月に
開催されたＭＰＲで ｢開発の父｣ の称号を与えられた｡ スハルトは最重要課題と





力を高めて経済発展に動員する必要がある｡ 第二に, 外資が進出する条件は, イ
ンドネシアの社会や国家が安定していてカントリー・リスクが小さくなければな







の国民統合を阻害する｡ なぜなら, ｢インドネシア的伝統｣ は国民統合の核にな







かけた｡ しかし, インドネシアは多民族国家であり, 民族対立は頻発してきたし,
今も起こっている｡ 貧富の差に根差す不満も充満している｡ こうした不安定要因















敏感である｡ 他方, 国民統合が大きな課題となっているインドネシアは, パンチャ
シラに示されるように, 集団主義にたって社会や国家の統一・統合を優先する｡
そして, 個人的権利は, あくまで集団の存立が前提で, 国家など集団が結局は個
人的権利を保障することを強調する｡
また欧米諸国は, 政治犯に対する迫害などを問題視し, 人権の政治的側面を重
視する｡ 人権を政治的権利ととらえるのである｡ 一方インドネシアは, 人身売買
などの人権問題の最大の原因は貧困であり, 人権侵害の多くは経済的理由で起こ
る, と主張する｡ したがって, インドネシアは人権の経済的側面を重視し, 経済
的権利として人権をとらえる｡
パンチャシラも, たとえば ｢社会的公正｣ などの文言で, 経済的権利としての




















パンチャシラの第四原則は, ｢導かれる民主主義｣ または ｢指導民主主義｣ と














制｣ による ｢集団統制｣ を指摘できる｡ たとえば村では, 田植えなどの農作業や
冠婚葬祭などの儀礼・行事は相互扶助で行われる｡ 村人の生活は, 村内の助け合





きない｡ なぜなら, 彼の生活が相互扶助で成り立っているからである｡ もし彼が,
自分の土地の確保という自己の利益を主張して, 道路拡幅という全体利益に反対
すると, 協議は頓挫する｡ 寄り合いを主宰する村長は, 合意するように彼に説得
を試みる｡ 説得に応じない場合は, ｢村八分｣ をちらつかせて恫喝する｡ ついに
反対者は異議を唱えることはできなくなり, そこで決定は全会一致となる｡
そのとき村長は, 反対者の意見を誘導して, 合意・コンセサスに持ち込む調整
を行う｡ こうして長は, 集団全体の利益実現のために反対者を指導し, 集団を統
















スハルト政権は, 政治体制的には, しばしば ｢独裁｣ と位置づけられるが, 独
裁の定義はかなり曖昧である｡ 独裁の強い形が全体主義であり, その特徴は①唯
一の公認イデオロギー, ②それに絶対的な献身を捧げる唯一の大衆政党, ③マス・
メディアの独占, ④軍部の政治的統制, ⑤秘密警察の恐怖支配, ⑥中央統制と経
済管理, などである
(16)








｡ しかし, 第一に, スハ
ルト政権を独裁と規定した場合, パンチャシラに基礎をおいたスハルト体制がコ
ンセンサス形成に留意した点が説明できない｡ コンセンサスは ｢上と下の間の相
互作用｣ がないと形成されないからである｡ もっとも, スハルト体制でのコンセ
ンサス形成は, ｢上から下への調整｣ のケースが目立った｡ しかし, 独裁には上か
ら下への ｢上意下達｣ の一方的統制のベクトルしかないのであり, スハルト体制
は完全な上意下達システムとはいえない｡
第二に, 開発の結果, インドネシア国内の地域集団や職域集団は増大し, 社会
集団は多元化した｡ 社会の多元化に対して, 独裁的な上からの一方的な一元的支
配だけで対応することは, 実際には難しい｡ スハルトは, 現に三〇年あまりに及
ぶ長期政権を維持できた｡ それは, 説得ばかりでなく強制も含めて政治的調整を





制は, 現実には多く存在している｡ そこで, 全体主義と多元主義・民主主義の間
のグレーゾーンに位置する政治体制を説明するために, 権威主義という体制類型
が編みだされた｡
リンスは, 権威主義体制の定義として, ①制限された多元主義, ②イデオロギー





















コーポラティズム (corporatism) のアプローチは有効である｡ コーポラティズム
は, 労働組合・農民団体・経営者組織・業界団体などの社会団体が政府と協調す
る体制のことをいう｡ 社会団体は, 政府の政策決定過程に参加し, 政策形成に協
力する｡ その際, 各々の社会団体は自分たちの利益を政府の政策に反映させ, ｢下
から上への利益代表｣ をはかる｡ また社会団体は, 政府の政策執行過程にも参加・
協力し, 政府の政策実施の便宜をはかり, ｢上から下への利益媒介｣ を行う｡ つま
り, 社会団体 (corporations) は, 政府の政策決定・執行過程に編入され (incorpo-




内の関係, ③社会団体間の関係, ④国家・政府内の関係, である｡ ④については,
国際経済問題のような対外的問題では, たとえば外務省と事業官庁との競合はあ
る｡ ただ, 国内所掌事務では, 行政官庁が縦割りで構成されており, 縄張り争い
はあっても, 国家・政府内での大きな競合はない｡ これがコーポラティズムの
＜政府・国家内協調＞という側面である｡
つぎに②については, 基本的には, 職能別に単一の巨大社会団体 (巨大利益団















端的にいえば, コーポラティズムとは, 政府・国家内協調, 社会団体内協調, 社
会団体間協調, 国家・社会団体間協調という＜四重談合＞のシステムである｡ そ
の際, 国家が社会団体を権威主義的に支配する場合が ｢国家コーポラティズム｣































も, 七八年以降実施された｡ この研修講座は, 公務員と地域社会の指導者に受講
が義務づけられた｡ インドネシアの公務員と地域リーダーの多くは, 与党ゴルカ
ルの党員である｡
さらにスハルト政権は, 開発推進にともなう労使関係の ｢調和｣ にも取り組ん
だ
(23)
｡ 七三年にスハルト政権は, 労使関係がパンチャシラに支えられるという ｢パ
ンチャシラ労使関係｣ という言葉を使い始めた｡ 七四年一二月, ｢国家開発のた
めの平和的労働環境と社会経済的安定の実現手段としてのパンチャシラ労使関係｣
セミナーが開かれ, 労使関係の原則にパンチャシラをすえた｡
このセミナーでの決定のポイントは, 第一に, 労働者を政党から切り離し, 脱
政治化させたことである｡ スカルノ時代には, 各政党は大衆動員を目的として各
自の政党系列の労働組合をつくった｡ なかでも, ＰＫＩ直系のインドネシア中央




が公認した唯一の労組である ｢インドネシア労働者連合｣ に限られた｡ 第三に,
企業の代表組織もつくられ, 労使双方に ｢相互扶助と自己規制｣ を求めた｡ 第四










制化をさらに進めた｡ まず八二年八月の独立記念日に, 彼は ｢すべての社会政治
勢力はパンチャシラを唯一の基本原理とすべきである｣ と演説した｡ ついで八三



















公認・統制することである｡ 第一条は, 社会団体が, 開発に貢献するため, 職能
や宗教のラインで ｢自発的｣ に組織される, と規定する｡ ただ, 社会団体法の立
法目的は国家が社会団体を法的に公認・統制することにある以上, ｢自発的｣ に
組織された社会団体を国家が公認する形になる｡
第二条は, 宗教団体も含め, 農民・労働者・教員などの社会団体が ｢唯一の基
本的組織原理｣ としてパンチャシラという国家イデオロギーを採用することを強
制している｡ 第五条ｂは社会団体が構成員を ｢指導｣ すると規定する｡ 社会団体
のトップが構成員を統制するのである｡ 第五条ｄは, 社会団体内, 社会団体間,
国家・社会団体間の ｢社会対話｣ を行うとし, パンチャシラのもとでの＜対話的
談合＞システムの構築を規定している｡ 第一二条は, 政府が社会団体を政令によっ







































スハルト辞任後, インドネシアの大統領はハビビ (B.J.Habibie), アブドゥルラ
フマン・ワヒド (Abudurrahman Wahid), メガワティ・スカルノプトリ
(Megawati Soekarunoputri) と代わり, それぞれ ｢開発改革｣ ｢国民統一｣ ｢相互扶
助｣ を掲げ, スハルト体制の変革に取り組んだ｡ しかし, ポスト・スハルト体制






注(１) 九・三〇事件については, 田口三夫 『アジアを変えたクーデター』 時事通信社,
一九八四年二月｡
(２) スカルノ期とスハルト期の全般については, 木村宏恒 『インドネシア現代政治の
構造』 三一書房, 一九八九年一二月｡ ナサコムについては, 同書, 六八－七八ページ｡
(３) スハルト政権における軍の位置づけについては, Harold Crouch, The Army and
Politics in Indonesia, Cornell University Press, 1978.
(４) Golkarとは, Golongan Karyaの略称で, 職能集団と訳される｡ スカルノ政権下で
影響が強かったＰＫＩに対抗するために, 一九六四年一〇月にインドネシア陸軍はゴ
ルカルを結成した｡ スハルトが大統領となってからは, ゴルカルは総選挙の集票など
でスハルト政権を支えた｡ 詳しくは , David Reeve, Golkar of Indonesia, Oxford
University Press, 1985. Leo Suryadinata, Military Ascendancy and Political Culture, Ohio
University, 1989.
(５) 『インドネシア革命の歩み』 日本インドネシア協会, 一九六五年二月, 三－一五
ページ｡ 『インドネシア資料集 上』 日本国際問題研究所, 一九七二年三月, 一－一七
ページ｡ ムシャワラとは, ムファカット (mufakat) つまり合意・コンセンサスにい
たる合議をいう｡ ゴトン・ロヨンとは, ムラ (村) 的な共同体での相互扶助のことで
ある｡
(６) 一九四五年憲法の全文は, 佐藤百合 (編) 『インドネシア資料データ集』 アジア
経済研究所, 二〇〇一年九月, 八七－九七ページ｡
(７) ｢指針｣ の邦訳は, イマム・ウォルヨ／コンス・クレーデン (山本春樹訳) 『こ
れからのインドネシア』 サイマル出版会, 一九八五年九月, 二九五－二九八ページ｡
(８) 玉木一徳 ｢インドネシアのパンチャシラと人権｣ 『金沢工業大学人間科学総合研
究所報』 第八号, 二〇〇〇年三月, 一七四－一八五ページ｡
(９) 西洋化とパンチャシラの関連の考察については, 土屋健治 ｢開発の時代の 『国学』｣
岡部達味 (編) 『ＡＳＥＡＮにおける国民統合と地域統合』 日本国際問題研究所, 一
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(24) この間のパンチャシラをめぐる論議の経緯の概略については,佐藤百合 ｢一九八
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第16条 政府は, いかなる組織, 発現の形態においても共産主義, マルクス主義,
レーニン主義およびその他のパンチャシラと一九四五年憲法に適合し
ない思想と教示を信奉し展開し広める社会団体を解散させる｡
(27) 佐藤百合(編) 『インドネシア資料データ集』, 七－八ページ｡
(本学助教授・国際政治学､ 日本東南アジア関係史)
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